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Ⅰ 「生涯学習」と「まちづくり」

地域の活性化、コミュニティ振興、都市の再開発など、地域社会や都市空間の在り

方をめぐる問題は、社会教育・成人教育の分野における主要なテーマの一つであり、

そのことは生涯教育・生涯学習の議論や政策にも当てはまる。では、「まちづくり」

に貢献しうる教育・学習とはどのように可能なのか？

たとえば、特色ある生涯学習事業に取り組む市区町村をモデル地域に指定すること

を提言した臨教審答申を受け、１９８８年から１９９９年にかけて文部省（現文部科学省）に

より「生涯学習モデル市町村事業」が展開された。その流れのなかで「生涯学習のま

ちづくり」という用語が広まった一方、「生涯学習都市」を宣言する多くの自治体も

出現した。しかしながら、そのようにして生涯学習を推進することは、必ずしも各地

の地域課題の解決や都市の再生・発展には結びつかなかった。というのも、生涯学習

推進事業の多くは、多様な学習活動の展開を生じさせることはできても、学習をまち

づくりや地域活性化に連動させる具体的な仕組みや方法を十分に備えていなかったか

らである。その点を踏まえて、生涯学習審議会答申（１９９９年６月）も、これからの「生

涯学習のまちづくり」は「生涯学習のためのまちづくり」から「生涯学習によるまち

づくり」へと転換することが必要である、と提言している（第４章－２－（１）生涯学習に

よる地域社会の活性化の推進）。

地域社会や都市が様々な難しい課題に直面する今日、この「生涯学習によるまちづ

くり」に積極的に取り組むことが以前にも増して必要となっていると言える。その進

め方に関して、たとえば神部（２００４）は、行政の一方的な主導ではなく市民が参加し

て“市民と行政のパートナーシップのなかで実現されていく”（p．２５）ことが当然で

あると指摘し、「地域課題の発見」「自立した市民の育成」「学習成果の活用支援」の

重要性に着目する（pp．２６－３１）。この考え方と共通する発想に基づいた施策の具体例

と言えるのが、「学習する都市（learning city）」（本来の意味に即せば「学習する」と動詞

的に表記するべきだが、煩雑さを避けるため、以下「学習都市」と略す）の動きである。こ

の小稿では、社会的な課題解決や地域振興に直結する「生涯学習のまちづくり」の可

能性について考える手がかりとして「学習都市」に注目し、試論的な検討を行なうこ

ととする。先ず、背景の理解のために１９９０年代における生涯学習論の状況について概
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観したうえで、学習都市がどのような議論あるいは政策であるのか探ってゆきたい。

Ⅱ １９９０年代の生涯学習論―「秘められた宝」と「全ての人のための生

涯学習」―

１）１９６０―７０年代との違い

生涯教育・生涯学習の考え方が提起され急速に議論が発展した１９６０年代から７０年代

半ば頃までは、特に西側社会において、社会民主主義や急進的なユートピア主義が勢

いづいた時期であった。その後の１９８０代から９０年代にかけては、新保守主義の台頭や

「第三の道」の登場という、従来とは異なる政治傾向が強まる時期となった。この相

違に即して、生涯教育論の特質も「１９６０－７０年代は人道主義で急進的でさえあった

が、９０年代以降は経済本位で保守主義である」と論じられやすい。Field（２００１）はこ

のような捉え方を否定し、生涯学習は本質的に急進的でもなければ、保守的というわ

けでもないと述べる。そして、かつて国際的なスローガンとして提起されていたもの

が、教育・訓練システムを改善あるいは近代化するための実際的な道具に転化したこ

とが、むしろ重要な相違であると指摘する（p．３）。

当初の生涯教育論は、UNESCO（国連教育科学文化機関）やOECD（経済協力開発機

構）などの国際機関が提供する議論の枠組の中で、特に「フォール報告書」（Faure et

al．，１９７２［１９７５］）やリカレント教育論（OECD，１９７３）に代表されるように、人道主義と

人間資本論のバランスを取る方向に向けて活発化した。しかしながら、OECDが主

導し ILO（国際労働機関）の条約（第１４０号条約、１９７４年採択）に結実した有給教育休暇

（paid educational leave）を除き、生涯教育の具体的な政策はあまり発展しなかった。

その背景として、Field は、当時の生涯教育論は政府間機関に主導されたが、そこ

には強い権限が備わっていなかったこと（ゆえに、東西対立と南北関係が絡み合う国際状

況の中で、各国政府に一定の影響力を与えることができても、実際の政策化まで促すほどの影

響力は無かったこと）、そして、１９７０年代後半に経済環境が厳しくなったこと（つまり、

当時の生涯教育論は「完全雇用の経済」を前提としていたため、失業問題や雇用不安が常在化

する状況に陥るなかで、その現実味が薄れてしまったこと）を指摘している（２００１，p．８）。

その後、冷戦体制が崩壊した１９９０年代に入ると、グローバル化と高度情報化が急速

に進展し、政治、経済、産業、文化それぞれの様相が激変してゆく。また、時代の大

きな区切りである世紀末を控えていた時期でもあったため、将来に向けて教育・学習

の社会的な役割や位置づけを問い直し、生涯学習の意義と必然性を改めて強調する

種々の提言や政策案が次々と発表された（CEC，１９９３；EC，１９９５；Delors et al．，１９９６

［１９９７］；OECD，１９９６；G８，１９９９など）。そのうちの二つの文書について、概要を確認し
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ておきたい。

２）秘められた宝

UNESCOの「２１世紀教育国際委員会」による議論がまとめられたのが Learning :

Treasure Within（『学習：秘められた宝』）（Delors et al．，１９９６［１９９７］）で、「ドロール報

告書」（Delors Report）とも呼ばれる。この委員会は、１９９１年の第２６回総会において、

２１世紀のための教育・学習について検討する委員会を招集するよう事務局長に対して

要請がなされたこと（UNESCO，１９９１，p．１９）を受けて、１９９３年に正式に設置された。

委員長には、フランスの大蔵大臣や欧州委員会の長を務めたDelors，J．が就任した。

このドロール報告書は、４０以上の言語に翻訳され、１９９０年代後半以降、生涯学習の議

論や政策に強い影響を及ぼしている。

その序文の中でDelors は、２１世紀を眼前に控えた地球社会は、自己と世界につい

て知ること、知識・技術の革新を追うなかでも人間的尊厳や倫理が守られること、教

育が経済発展にも雇用確保にも貢献すること、持続可能で社会的疎外・不公正を避け

うる開発を目指すこと、これらの必要性や課題に直面していると指摘する（Delors et

al．，１９９６，pp．１６－１９）。そのうえで、このような状況であるがゆえに、柔軟で多様な生

涯教育が必要であると主張し、次のように述べる：

生涯教育の理念を再考し、拡張する必要がある。生涯教育は、単に労働の質の変

化に対処するのみならず、人間存在全体――知識、適性、批判能力、行動力など

から成る存在――を形成する継続的な過程を構築するものでなければならない。

生涯教育は、人々が自分自身と周りの環境について気づくことを促し、職場やコ

ミュニティにおける社会的役割を果たすよう支えるべきである。（p．１９）

つまり、この委員会は、経済・産業の発展のための技能訓練や職業能力開発に限ら

ず、相互依存的な国際連帯、民主的な社会参加、人間の多様な可能性の開発など、社

会的・人間的な諸課題にも積極的に取り組むことが生涯学習に求められていると考

え、これを前提に教育・学習の再構築の方策を提言しようとしたのである。

こうした方向性は、この報告書よりも四半世紀ほど前に出されたフォール報告書の

考えを受け継ぐものであると言える。そこでは、社会が分断・断片化する傾向を克服

するために、今後の社会は人間的完全性の成就を可能にする「学習社会（learning

society）」の実現を追求するべきであると主張されている。この、個人の「全き完成

（complete fulfilment of man）」に向けた学習を意味するのが、フォール報告書のタイト

ルに掲げられた‘learning to be（人間として生きるための学習）’である。ドロール報告

書においては、これに「知ることの学習（learning to know）」「為すことの学習（learning
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to do）」「共に生きることの学習（learning to live together）」を加えた４種類が、生涯教

育の再構築に向けて特に基本とすべき「学習の四本柱」と位置づけられている（１９９６，

pp．８５－９７）。そして、フォーマル、ノンフォーマル、インフォーマルそれぞれの教育

の相互連関、教師の教育活動の積極的支援、教育システムへの民主的参加、地球社会

の視点に立った教育の国際協力、等々を重視すべきことが「方針」として提起されて

いる（pp．１１３－１８９）。

このように、ドロール報告書は、職業生活、人格的成長、社会的調和のいずれをも

重視し、生涯という時間軸だけでなく人間生活の全般を見渡す社会軸にも即して生涯

学習を捉える議論となっている（cf.UIL，２００９，pp．２２－２３）。そこには、“現実的かつ理

想的なプログラムを提示すると同時に、世界で生じていることを批判しグローバルな

圧力の厳しさを是正することも模索する”（Jarvis，２００７，p．６９）というUNESCOの機能

が発揮されていると見ることができる。

３）全ての人のための生涯学習

他方、長らく生涯学習政策に期待と関心を保ち続けてきたOECDも、ドロール報

告書の刊行と同じ年に Lifelong Learning for All（「全ての人のための生涯学習」）と題

する報告書（OECD，１９９６；以下、「９６年報告書」）を発表した。

OECDは経済的に豊かな欧米先進諸国を中心に構成されており、経済成長、自由

貿易の発展、そして途上国の開発への貢献を基本目的とする組織である。１９９０年代

は、グローバル化と情報化が急速に進展すると同時に、新興経済国の躍進により国際

的な経済構造が著しく変化する時期であった。したがって、そのような時期にOECD

として生涯学習について検討する場合、当然のことながら、生産、労働、配分などの

グローバル化、国際競争の激化、知識経済への移行、等々に対応した教育政策を探る

ことが基本課題となる。

この９６年報告書は、１９９６年１月に教育担当大臣が集まって「生涯学習を全ての人に

とって現実のものに（Making Lifelong Learning a Reality for All）」というテーマで開催さ

れた会議（The fourth meeting of the OECD Education Committee at Ministerial level,Paris，１６

－１７ January，１９９６）の成果に基づいている。「全ての人にとっての現実」という句が

象徴するとおり、その議論は、単に多くの学習機会が供給されるだけでなく、誰もが

学習することが実際に可能であり積極的に支援される社会の実現を求める内容となっ

ている。そこでは学習は“あらゆる種類のあらゆる場における個人的発達および社会

的発展”（p．１５）と捉えられ、全ての人のための生涯学習を実現する戦略として、次

のような方策の必要性が重視されている：子どもの教育アクセスの改善やフォーマル

およびノンフォーマルな学習環境の支援などにより、生涯にわたって学習の基礎を強

化すること；教育、訓練、仕事の間を円滑に行き来できる経路の確立や、技能や能力
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を評価・認定する仕組みの改善などにより、学習と仕事の密接な繋がりを発展させる

こと；学習機会を提供する全てのパートナーの役割と責任を再考すること；生涯学習

に投資してその額に見合う効果を引き出すよう、個人、雇用者、教育訓練の提供者を

動機づけること（p．２１）。

OECDは、１９７０年代に「リカレント教育」（OECD，１９７３）を提唱して、生涯教育の

議論に大きな影響を与えた。９６年報告書は、リカレント教育の基本的な有効性は認め

つつも、かつてほどの比重は置いていない。それは、教育政策が置かれる経済的・文

化的文脈が変わったからであるという。リカレント教育の観点からすれば、有給教育

休暇を支えとして、フォーマルな教育と職場の間の往来を公的に保障することが、生

涯教育政策の中心目標に据えられるべきである。しかし、ノンフォーマルあるいはイ

ンフォーマルな学習・教育も同様に重要である。また、学習機会の提供や財源の用意

を政府や公的機関だけで担うことは難しいという現実もある。全ての人が学習の機会

を自由に選択・享受できるようになるためには、多様な機関や立場の間に連携や協力

関係を確立し、学習障壁の無い社会環境を創出することが望ましい（OECD，１９９６，

pp．８８－９０）。このような捉え方が支配的となっているため、９６年報告書におけるリカ

レント教育の位置づけは控え目なレベルに止まっている。このことには、教育・学習

の社会的支援に関するOECDの姿勢の変化が象徴的に表れている。つまり、以前は、

生涯学習の機会保障に関して国家が責任を果たすべきと考えられていたのだが、この

報告書では、諸個人と諸機関が責任を共有し、そのパートナーシップが機能すること

に大きな期待が寄せられているのである（Field，２００１，pp．１０－１１；EURYDICE，２０００，pp．９

－１０；Boshier，１９９８，pp．１４－１５）。

以上、１９９０年代に発表された生涯学習に関する二つの政策文書について概観してみ

た。教育・科学・文化の平和的発展を希求する全世界的な機関であるUNESCOと、

自由な経済発展を志向する先進国中心の国際組織であるOECDでは立場が異なる。

しかしながら、どちらの主張も、グローバル化と情報化が急激に進展する現代にあっ

て、生涯学習の可能性、つまり学習機会の保障・拡充が人間的、社会的、文化的な諸

課題を解決し状況を変えうるという可能性に望みを託している点では同じであると言

えよう。次に見る学習都市の議論と政策は、このようにして生涯学習の現代的な意義

が再認識される文脈の中で展開したのである１）。
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Ⅲ 「学習都市」の基本的意味

１）都市の教育機能と学習資源

１９９０年代以降、欧米における生涯学習論や政策文書のなかで、‘learning city’，

‘learning community’，‘learning town’，‘learning village’，‘learning region’な

ど、「‘learning’＋一定の土地領域」で表現される用語が使われるようになった。こ

の「一定の土地領域」を言い換えれば、人々の生活圏・社会活動圏となろう。その代

表としては「コミュニティ」が最適かもしれないが、コミュニティには共通関心に基

づく集団という意味もあって紛らわしいので（Longworth，１９９９，p．１１０）、本稿では

‘learning city’（学習都市）に代表させて検討する。

学習都市は、Illich（１９７１，p．７６）が学習資源の相互利用を可能にする方法として言

及する「機会の網状組織（opportunity web）」、Schön（１９７１［１９７３］，pp．１８０－２００）が継

続的に自己変革を生じさせる能力を備えたシステムとして描く「学習するシステム

（learning system）」、さらにはArgyris & Schön（１９７８，pp．１７－２８）が組織環境や実践さ

れる理論を絶えず検証することで機能を高めてゆく学習として提示する組織学習

（organizational learning）」などの考え方と深く関わる。また、これらの類縁的な概念を

めぐる論考と同様、学習都市論は「学習社会」を具体的な次元で探求する努力として

も重要である２）。

学習都市の議論が発展する契機は、これに先行する「教育する都市（educating

city）」（この語も「教育する」と動詞的に表すべきであるが、以下「教育都市」とする）が論

じられる文脈の中に生じた。「教育都市国際協会」（the International Association of

Educating Cities : IAEC）の事務局長、Figueras, P. によると、教育都市とは“都市はそ

れ自体が、多様な領域を備えた、全ての住民に対する、教育の源泉である”

（Figueras，２００４，p．２）という信念に基づく考え方であるという。都市計画、文化、学

校、スポーツ、環境、健康、経済、予算問題、移動と交通、安全とサービス、メディ

ア、等々、都市を成り立たせる要素や現実は、市民教育の作用を含むもの、あるいは

それを生み出しうるものが多い。つまり、都市は都市であることによって教育的な性

質を帯びるわけであり、このことに関してFigueras は次のように述べる：

都市の市民に対する現れ方の中にこのような意図が印象づけられるとき、つまり

都市の示す提案が態度や共存に関する成果をもたらし、新たな価値、知識、技能

を生み出すということが意識される場合、都市は教育的な存在である。（p．２）
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すなわち、「市」や「町」を、単に人口が集中する賑やかな場所としてではなく、

教育的な契機、可能性、資源などの宝庫として捉えるのが教育都市の考え方である。

この視点に立って政策や関連課題などについて議論する「教育都市国際会議」が、

１９９０年にBarcelona で第１回の会議が開かれて以降、継続的に開催されている。その

第２回会議（the Second International Congress of Educating Cities, Gothenburg, November，

１９９２）のために用意されたOECDの報告書、City Strategies for Lifelong Learning

（「生涯学習のための都市戦略」：OECD/CERI，１９９２）の中で提起されたのが学習都市の考

え方である。そこでは、学習都市は“コミュニティが自らの将来を変革する手段とし

て集団的に学ぶことを試みる場となる都市”（p．１０）と記述されている。都市がどの

ように生涯学習の文化を促進しうるか（p．３）、あるいは「生涯学習の文化」を創出す

る戦略が都市レベルで展開が可能かどうか（p．８）などについて探るこの報告書は、

学習都市に関する多くの関心を呼び起こし、（特にイギリスで）実際の政策化が本格的

に展開し始める切っ掛けとなった（DfEE，１９９８a,p．４；Faris，２００６，p．１９）。

２）学習都市の定義と意味

ここで、OECD以外の機関が示した「学習都市」に関する定義的な記述を二つ見

ておこう。

一つは、欧州生涯学習推進機構（European Lifelong Learning Initiative : ELLI）による

ものである。ELLI は、ヨーロッパを生涯学習の時代へと推し進めるために、情報提

供、研究協力、活動支援などを行なう組織として、１９９２年に創設された

（Longworth，１９９９，p．２１１）。１９９４年にはRome で「学習組織の創出と支援―人間的可能

性の開発の統合―」をテーマとする第１回生涯学習グローバル会議（the First Global

Conference on Lifelong Learning）を（Ball and Stewart，１９９６，p．１５４）、１９９７年にはOttawa

で「人間的可能性への投資―戦略的選択の策定―」をテーマに第２回会議を開催する

など（DfEE，１９９８b,p．３）、１９９０年代をとおして、特に雇用や人的開発との関連での生涯

学習政策の展開に貢献した。学習都市論の発展にも大きく関与し、ELLI としては「学

習コミュニティ」について次のように説明している：

学習コミュニティとは、必要とする人々に対して、教育訓練を供給する法定義務

以上のことを行う。つまりそれは、活発で、文化的な意識の高い、経済的な浮力

のある、人間的な環境を、全ての市民の潜在力を高めるための学習機会の提供、

正当化、積極的促進をとおして創出するような都市、町、地域のことである。

（“The ELLI Learning City definition",cited in : Longworth １９９９，p．１１２）

もう一つは、１９９８年にイギリスの教育雇用省（Department for Education and
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Employment : DfEE）が刊行したガイドブックにおける記述である。これは、国立成人

継続教育研究所（National Institute for Adult and Continuing Education）と Birmingham

大学の共同研究開発プロジェクトをもとに、“地域のコミュニティが学習都市になる

ための自らの方略を検討し、遂げつつある進展について評価することができるよう

に”（DfEE，１９９８a,p．１１）という目的で作成された。そこでは次のように記されてい

る：

学習都市は、協力連携（partnership）によってその土地の学習ニーズに対処する。

それは社会的関係や制度的関係の強みを活かして、学習の価値の捉え方について

の文化的転換を生じさせる。学習都市は、コミュニティの全地域に関わる社会的

一体性、再生、そして経済発展を促進する方法として、明示的に学習を活用す

る。（p．５）

OECDの例も含め、これらの記述に共通して見て取れるように、学習都市とは、

地域の発展や再興に向けた施策と関連させながら学習環境の拡充を進めることを目指

す考え方である。この学習都市論が積極的に提起されるようになった時代背景とし

て、“異常なまでのグローバルな変化”（ibid.,p．６）が我々の社会を侵食しているとい

う状況を指摘することができる。１９９０年代に入って以降、世界中の多くの都市や町村

は、情報化とグローバル化の進展による産業構造の変動とその結果として生じる地域

経済、雇用環境、社会的統合の不安定化などの困難に直面してきた。更には、ますま

す深刻化する高齢社会化、過疎・過密、交通や環境に関する問題、等々の難題にも晒

されている。

都市がこの難しい状況を克服しようとするとき、行政当局による対応だけでは限界

がある。他方、都市の構成者である市民も何らかの役割を果たしうる、あるいは果た

すべき場合が少なくない。しかし、そのような役割を果たすためには、市民の側に相

応の力量や理解が備わっていること、すなわち、都市全体の学習能力や知的環境が一

定水準以上にあることが条件となる。その条件を満たそうとするのが学習都市であ

る。つまり、それは“社会・文化の変化を市民が理解して、それに積極的に対応する

ための構造的／精神的枠組をもたらす”（Longworth，１９９９，p．１１０）ことを目指している

のである。以上を要するに、学習都市には、コミュニティの再生・発展に向けた学習

支援と都市振興の方法論という意味があると言える。
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Ⅳ 学習都市の方法、具体例、可能性

１）学習都市が取り組むべきこと

では、具体的には、学習都市は何をどのようにすることであり、どのような在り方

となるのか。たとえば Longworth は、各項目の頭文字が‘LEARNING CITIES’と

なる形で学習都市の基本的特徴を整理している（Longworth，１９９９，p．１８８）３）。また、

ELLIが１９９８年の欧州学習都市会議（European Conference on Learning Cities, Southampton,

June １９９８）を機に考案した「学習都市憲章（A Charter for Learning Cities）」には、学習

都市として取り組むべき１０項目の主要課題が提示されている（ibid.,２０５－２０６）。

これらについての検討は別の機会に譲り、ここでは“学習都市という「アプロー

チ」を展開する方法についての実践的情報”（DfEE，１９９８a，p．３）が記されているとされ

る、先述のガイドブックが示すものを確認しておこう。それによると、学習都市に

とっては、①協力連携（partnership）―各分野間に新たな協力連携を構築すること、②

参加（participation）―公衆の意見に耳を傾け、公衆に関わってもらうこと、そして③

達成力（performance）―都市が創造的になること、これらが課題／条件になるという

（pp．７－８）。

先ず、「協力連携」が必要とされるのは、教育・訓練に関する分野どうしの連絡や

提供機関の間の競争が不十分なところでは積極的な学習参加を促すことが難しいから

である。そこで、学習都市の初期段階では、次のように作用する協力連携関係の構築

が主要な仕事となるという：

（a）公民の両部門から適切な協力者を招き全域的連携を発展させる

（b）フォーマル、インフォーマル、職業本位、いずれであれ、コミュニティ内

で提供される多様な学習へのアプローチを調整する

（c）教育と雇用の諸領域を横断し、あらゆる水準で繋がりを作る

（d）学力を増進させ学習欲求を刺激するために、メディアを利用する

次に「参加」に関しては、公的サービスが協議や参画が不十分なまま住民に提供さ

れてきたために、地域における民主主義が後退してしまったことが指摘される。学習

都市としては、コミュニティの統治・変革への新たな方法に市民を関与させるべきで

あり、そのためにはニーズと願望を表明できる技能を市民が習得する必要があるとさ

れる。

最後の「達成力」については、経験可能な学習の種類を多様で柔軟なものとし、あ

らゆる学習の価値が認められるべきこと；コミュニティが経験した変化やそこにもた

らされた価値について省察することにより、学び方を学ぶこと；達成力の評価を学習
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都市の仕事の中心に置かねばならないこと、これらの必要性が指摘されている。

２）Birminghamの場合

では、学習都市の実践と見なしうる改革過程を辿った都市の例にはどのようなもの

があるのか４）。具体例として言及されることが多い都市の一つであるイギリスの

Birmingham（ex.Ranson，１９９８，pp．１５－１６；Faris，２００６，pp．１９－２０）について、簡単に見て

おこう。

Birminghamは英国第二の大都市で、West Midlands 州に属する。産業革命後に急

速に発展した産業都市であるが、最も繁栄した１９６０年代半ばを境に、１９７０年代以降は

製造業の構造的不振に見舞われることになった。そして１９８０年代前半には、英国全体

としては保守党政権の下で雇用が拡大する傾向にあるなか、失業率は最悪の状態に

陥った。しかし、１９８０年代半ば以降、EC（欧州共同体）から導入された資金をもとに

「産業構造の改革」「中心市街地の再開発」「コミュニティの再生」が推進された。そ

の後、遂には２００８年の「欧州文化首都」の候補となるほどに市の再活性化に成功した

（山田，２００６，特に pp．２６－３７）。

Birminghamの復活を可能にした基本的な要因は、再開発に向けた都市計画とその

ための投資が効果的に行われたことである。それに加えて、特に１９９０年代半ば以降、

都市再生の流れを教育・学習の側面から勢いづけたのが、学習都市の改革戦略であっ

たと言えるようだ。

たとえば、１９９３年からは、学力水準の向上に向けた様々な方策が打ち立てられた。

なかでも、多様な学習機会を創出して青少年の意欲・関心を培う「第一年代の大学

（University of the First Age : UFA）」や良質の学校外学習活動のプログラムを提供する

「子どもの大学（Children's University : CU）」は、この地の家庭、学校、地域社会の協

力連携によって始まったものであるが、現在では全国に活動のネットワークが広がっ

ている５）。

また、「欧州生涯学習年」（European Year of Lifelong Learning）の１９９６年以降は、生

涯学習の考え方が重視されるようになり、市民、経済、教育、公共部門、ボランティ

ア等の各領域間の協力連携が進められ、数々の革新的な先導策が実施された。この協

力連携においては、学習機会の量や質を単に拡充することだけでなく、学習への参加

の保障・支援、労働市場との連携、企業やコミュニティの活性化なども目的に据えら

れた。このなかから、図書館と地域の学習施設が連携して運営される「バーミンガム

図書館情報サービス」（Birmingham Library and Infomation Service : BLIS）や、市民、教

育関係者、民間協力者の共同運営による識字力促進事業である「バーミンガム中核技

能開発パートナーシップ」（Birmingham Core Skills Development Partnership）なども始

まった（Faris，２００６，p．２０）。

－１１６－



以上のように、様々な立場の間で成り立った協力連携の働きにより、多様な教育や

訓練の機会が積極的に創出・提供されたようである。それは、沈滞していた

Birminghamに「ルネサンス」（Ranson，１９９８，p．１５）と喩えられるほどの経済・社会的

再生をもたらす中心的役割となったのである。

３）学習都市の可能性

学習によって都市の再生・活性化を図る学習都市の運動と政策が、１９９０年代後半以

降、欧州を中心とする世界の各都市で積極的に展開されている。学習都市を目指すこ

うした動きについて、Jarvis（２００７）は“それそのものが生涯学習であるような、広

範な新しい社会運動の一部”（p．１１７）と見なしうると考える。「新しい社会運動」と

は、政治的手法による社会変革を目標とし、特定の社会階級ではなく生涯学習の信奉

者が担い手となり、広報手段を活用したり地域の商工界等からの支援を得たりしなが

ら、教育関係者と他分野の事業者のパートナーシップを軸に動いてゆく運動であると

いう（pp．１１７－１１９）。

Jarvis の捉え方のとおりであるなら、学習都市の議論や実践例は「生涯学習のため

のまちづくり」から「生涯学習によるまちづくり」への転換を図る際の十分に適切な

指針となりうる。これまで「生涯学習の推進」が謳われてきた間、学習を享受する権

利を保障することが中心となり、学習をとおして社会に参画する機会を保障すること

についてはあまり積極的ではなかった。学習には社会を変える力があるのだから、こ

れを最大限に発揮させる方向で「生涯学習のまちづくり」を構想するべきであろう。

その場合、「学習」がどのように「まち」を創造・発展しうるかを展望した具体的な

戦略や体制が不可欠であり、それを考えるうえで学習都市の議論・政策から学ぶもの

は多い。

＜注＞

１）学習都市論の背景を更に詳しく理解するには、EU（欧州連合）の生涯学習政策の経緯も

検討しなければならないが、それは別の機会に試みたい。示唆的な論考として、たとえ

ば、澤野（１９９９）がある。

２）関連する議論として、Jarvis（２００７，pp．９６－１２１）、Longworth（２００６，pp．２３－４４）など。

３）列挙だけしておくと、次のとおりである：Leadership（指導力）、Employment and

Employability（雇 用 お よ び 雇 用 適 性）、Aspirations（抱 負）、Resources（資 源）、

Networks（ネットワーク）、Information（情報）、Needs and Requirements（ニーズと

必要性）、Growth（成長）、Change Management（変更管理）、Investment（投資）、

Technology（テクノロジー）、Involvement（参画）、Environment（環境）、Strategies for

the Family（家族のための方策）。

４）多くの具体的な先駆例を知る手がかりとなるものとして、たとえば、Learning Cities

－１１７－



Network（LCN）による調査報告（DfEE，１９９８b ; LCN, n. d.）があり、そこでは１９９０年代

後半におけるイギリスの事例が豊富に紹介されている。

５）UFAについてはUFA（n. d.）およびFarrar（１９９９）を、CUについてはCU（n. d.）およ

びMacBeath and Waterhouse（２００８）を参照。
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